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1. はじめに  

現在，国土地理院では，いわゆる GEONET定常解析システムのほか，業務及び研究において REGARD

（RTK，PPP）（Kawamoto，2018）や宗包（2017）による後処理 PPP 解析システム等，複数の GEONET

データの解析システムが運用されている．これらのシステムはそれぞれ異なる解析戦略に基づいて電

子基準点の座標解を算出している．  

また，国土地理院では昨年度から，JAXA が開発したソフトウエア MADOCA を用いて，GPS，

GLONASS に準天頂衛星システム（QZSS）を加えた後処理暦の生成を試験的に実施している（阿部ほ

か，2021）．宇宙測地研究室では，この後処理暦を用いて全国の電子基準点の座標値を PPP-AR で算出

し，特別研究「災害に強い位置情報の基盤（国家座標）構築のための宇宙測地技術の高度化に関する

研究」（令和 2 年度～6 年度）において，任意の観測エポックにおける電子基準点の座標値を固定点に

依存しない形で取得するために使用できないかを検討している．  

これらの座標解はそれぞれの精度の範囲内で整合すべきものである．そこで本研究は，現在，国土

地理院が運用している異なるシステムの座標解間や，これらと海外の機関が提供する PPP サービスに

よる解との整合性を調査することを目的とする．本研究によりこれらの解同士の整合性が保証されれ

ば，それらの解を組み合わせて測地基準系の構築や地殻変動の算出を行うことの妥当性が保証される．

逆に，ある解にだけ有意な系統差が生じていれば，その解の解析に何らかの問題があることが示唆さ

れ，それを調査し修正することによって解のさらなる品質向上に寄与することとなる．  

本稿では，阿部ほか（2021）の後処理暦による PPP 解のうち，GPS と GLONASS のデータを使用し

た解析の PPP スタティック解（以下「本研究の解」という．）と，宗包（2017）による後処理 PPP 解

析システムの PPP スタティック解（以下「後処理 PPP 解析システムの解」という．）との整合性の調

査を行った結果について報告する．  

 

2. 研究内容  

2.1 解析の概要  

本研究の解と後処理 PPP 解析システムの解の解析方法の比較を表-1 に示す．いずれも解析手法は

GPS と GLONASS を使用した PPP-AR のスタティック解析であり，解析には RTKLIB を用いている．

解析に使用したパラメータは同じであるが，使用している受信機のアンテナ位相特性モデルが異なっ

ている．本研究において用いているアンテナ位相特性モデルは F5 解析と全く同じモデルである（村

松ほか，2021）．一方，後処理 PPP 解析システムでは，一世代前の定常解析である F3 解析で用いられ

ていた位相特性モデル（豊福ほか，2009）の PCO (Phase Center Offset)を ITRF2014 系に変換したモデ

ルを用いている．なお，暦はどちらの解析も MADOCA により推定しているが，使用しているグロー

バル GNSS 観測局が異なっているため，両者の暦は同じではない．  

 

2.2 評価方法 



 

GEONET 定常解析の最終解（F5 解）においては，アンテナや受信機の保守・交換等の前後に，解の

時系列にオフセットが生じることが知られている．このような人為的な原因による解のオフセットは

地殻変動監視の上ではノイズであるため，保守等の後のデータに対して時系列が連続になるように補

正を施して監視を行っている．この補正を「オフセット補正」といい，全ての電子基準点について，

オフセット補正を施した日付とその量がリスト化されている．  

このオフセット補正の値は，解析手法が異なる F5 解と PPP 解とで異なる可能性がある．そこで本

研究では，評価期間は F5 解においてオフセット補正が行われていない 2021 年 8 月 1 日から 31 日の 1

ヶ月間をとることとした．この期間について，電子基準点全点について後処理 PPP 解析システムの解

に対する本研究の解の座標差を日々計算し，それを評価期間について平均して両者の間の整合性を調

査した．  

 

3. 結果  

結果を図-1 に示す．グラフは上段から東西成分，南北成分，上下成分の差である．「アンテナタイ

プ，架台タイプ」の組み合わせごとに色を変えており，横軸は観測点番号で，同じ組み合わせの中で

は北から南に並んでいる．   

この図を見ると，後処理 PPP 解析システムの解に対して本研究の解は，水平成分には西向きに 0mm

から 6mm 程度，南向きに 1mm から 4mm 程度のバイアスがあり，そのバイアスには若干の緯度依存

性があることがわかる．また，バイアスの大きさは「アンテナタイプ，架台タイプ」の組み合わせに

ごとに異なっている．  

一方，上下成分は後処理 PPP解析システムの解に対して本研究の解は北向きにバイアスが見られる．

特に「TPSCR.G5，GSI4（95 番型）」の組み合わせでは 2cm 程度と非常に大きい．このほか，「TPSCR.G5，

GSI3（94 番型）」「TPSCR.G5，GSI5（02 番型）」では 8mm 程度，「TRM59800.80，GSI3（94 番型）」

「TRM59800.80，GSI4（95 番型）」「TRM59800.80，GSI5（02 番型）」では 5mm から 7mm 程度と大き

なバイアスが見られる．これらの組み合わせはいずれも，使用した位相特性モデルが後処理 PPP 解析

システムで用いたものと本研究で用いたものとで異なっているという共通点をもつ．さらに，最も解

の差が大きな「TPSCR.G5，GSI4（95 番型）」の組み合わせについてみると，後処理 PPP 解析システ

ムに対する本研究の解析の PCO の差は，上下成分で，L1 帯が−1mm，L2 帯が+0.3mm と非常に小さい

表-1 解析方法の比較．オレンジのハッチは異なる要素を示す．  

 本研究の解  後処理 PPP 解析システムの解 

解析手法  PPP-AR，スタティック  PPP-AR，スタティック  

使用衛星系  GPS，GLONASS GPS，GLONASS 

座標系  ITRF2014 ITRF2014 

測位解析ソフトウエア  RTKLIB RTKLIB 

使用した位相特性モデル  現在の GEONET 定常解析と同じ  一世代前の GEONET 定常解析

（F3 解析）で使用していたモデ

ルを ITRF2014 に変換  

暦 国土地理院が生成した後処理暦  

（GPS，GLONASS，準天頂衛星） 

システム内で推定  

（GPS，GLONASS） 

暦推定ソフトウエア  MADOCA MADOCA 

 



 

（表-2）．一方，PCV(Phase Center Variation)の差は特に L1 帯で大きく，仰角 25°以下では概ね+3mm

程度，仰角が高くなるにつれてその差は小さくなり仰角 30°くらいで逆転して，仰角 80°以上ではそ

の差は−2mm となる（図-2）．すなわち，このケースでは PCO の違いよりも PCV の違いが上下方向の

バイアスに大きく影響していると思われる．  

さらに，同じ評価期間において，F5 解に対するこれら二つの解の差を調査した．上下成分について

の結果を図-3 に示す．本研究の解の方が後処理 PPP 解析システムの解よりも F5 解との差が小さい．

これは，本研究で使用しているアンテナ位相特性モデルが F5 解で使用しているものと同じであると

いう事実と整合的である．しかし，本研究の解においても依然として F5 解に対して上下成分で，大

きいもので下向きに 2cm から 3cm 程度のバイアスが見られている．また，そのバイアスは「アンテナ

タイプ，架台タイプ」の組み合わせに依存しているようにも見えており，現在 GEONET 定常解析に使

用している位相特性モデルに未だ改善の余地があることを示唆している．  

 
図-1 後処理 PPP 解析システムの解に対する本研究の解の差（2021 年 8 月 1 日から 31 日）． 

電子基準点架台タイプの符号は以下のとおり．GSI1：93 番型（レドームなし），GSI3：94 番型，GSI4：

95 番型，GSI5：02 番型，GSI6：93 番型，GSI8：02P 型，GSI9：03 番型，GSIA：03P 屋上型，SCIS：

SCIGN レドーム型．全電子基準点を左段と右段に分割して図示している．  

 

東西成分（1） 東西成分（2）
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上下成分（1） 上下成分（2）



 

 

4. 結論  

人為的な原因による解のオフセットが生じていない期間である 2021 年 8 月の 1 ヶ月間，電子基準点

全点について，国土地理院が推定している後処理暦を用いた PPP 解と，後処理 PPP 解析システムの解

との整合性を調査した．その結果，特に上下方向で「アンテナタイプ，架台タイプ」の組み合わせご

とに大きなバイアスに差が見られ，特に解析に用いている位相特性モデルが異なっている組み合わせ

では，約 5mm から約 2cm にも達することがわかった．このことから，このバイアスは使用した位相

特性モデルの違いの影響が大きいと思われる．さらに，上下成分のバイアスが約 2cmもある「TPSCR.G5，

GSI4（95 番型）」については，両解析の PCO の上下成分の差は L1 帯が−1mm，L2 帯が+0.3mm とバイ

アスの差に比べて非常に小さい一方，  PCV の差は最大で 3mm 程度で PCO の差よりも大きい．この

ことから，このバイアスについては PCV の違いが大きく影響していることが示唆される．  

F5 解との整合性については，同じ位相特性モデルを用いている本研究の解の方が後処理 PPP 解析シ

ステムの解よりも整合性が高いという結果になった．しかし，本研究の解においても F5 解に対して

上下成分で cm レベル，大きいもので下向きに 2cm から 3cm 程度のバイアスが見られ，それは「アン

テナタイプ，架台タイプ」の組み合わせに依存しているようにも見える．これは，現在使用している

位相特性モデルに改善の余地があることを示唆している．例えば GEONET 定常解析は GPS のみで行

っているため，本研究の解，後処理 PPP 解析システムの解とも，解析に使用する GLONASS の PCO，

PCV は GPS と同じものを使用している．GLONASS 独自のアンテナ位相特性モデルを用いれば，本研

究の解と F5 解の間のバイアスは改善する可能性がある．  

異なる解析手法の GNSS 解の整合性を評価する上で，位相特性モデルの影響を考慮することが重要

であることが明らかになった．今後は，特別研究「災害に強い位置情報の基盤（国家座標）構築のた

めの宇宙測地技術の高度化に関する研究」とも連携しながら，GLONASS や，さらに QZSS の受信機

アンテナ位相特性モデルの構築に向けた取組を進めていく予定である．  

 
図-2 本研究の解析および後処理 PPP 解析システムで使用している「TPSCR.G5，GSI4（95 番型）」の組み

合わせのアンテナ位相特性モデル（PCV）．横軸は仰角．左図は L1 帯，右図は L2 帯． 

表-2 本研究の解析および後処理 PPP 解析システムで使用している「TPSCR.G5，GSI4（95 番型）」の組み

合わせのアンテナ位相特性モデル（PCO）．単位は mm． 

 

 

東西 南北 上下 東西 南北 上下

後処理PPP解析システム -1.77 -0.54 95.30 0.00 -0.79 119.40

本研究の解析 0.60 -0.10 94.30 0.80 -0.60 119.70

L1 L2
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図-3 F5 解に対する本研究の解と後処理 PPP 解析システムの解の上下成分のバイアス（観測局ごとの 2021

年 8 月 1 日から 31 日の日々の平均値）．左図は後処理 PPP 解析システムの解，右図は本研究の解．横

軸は観測局番号．スペースの関係で全電子基準点を上段と下段に分割して図示している． 
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